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１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 763,072 △18.7 △26,998 － △25,451 － △14,983 －

2021年３月期第３四半期 938,524 △6.1 47,354 18.1 44,740 30.1 34,441 △60.6
(注) 包括利益 2022年３月期第３四半期△13,410百万円( －％) 2021年３月期第３四半期 36,564百万円( △57.3％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 △41.59 －

2021年３月期第３四半期 95.59 87.04
　

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等の適用及び同会計基準を踏まえて改正
された「電気事業会計規則」（昭和40年６月15日通商産業省令第57号）（令和３年３月31日改正）の適用により、
2022年３月期第３四半期の売上高は272,323百万円、営業費用は272,315百万円、それぞれ減少しております。なお、
利益への影響は軽微であります。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 3,545,457 628,678 17.7

2021年３月期 3,385,169 660,346 19.4
(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 625,933百万円 2021年３月期 657,194百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 25.00 － 25.00 50.00

2022年３月期 － 25.00 －

2022年３月期(予想) － －
(注１)直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

(注２)2022年３月期の期末配当予想につきましては、未定としております。

　



３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,119,000 △14.4 △55,000 － △55,000 － △37,000 － △102.70
(注１)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

(注２)2022年３月期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等の適用及び同会計
基準を踏まえて改正された「電気事業会計規則」（昭和40年６月15日通商産業省令第57号）（令和３年３月31日
改正）を適用するため、上記の業績予想は適用後の金額によっております。

(注３)連結業績予想の修正につきましては、2022年１月31日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照くだ
さい。

※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、【添付資料】P.7「１．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項
（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、【添付資料】P.6「１．四半期連結財務諸表及び主な注記(３)四半期連結財務諸表に関する注記事項
（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 387,154,692株 2021年３月期 387,154,692株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 26,892,870株 2021年３月期 26,883,619株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 360,266,161株 2021年３月期３Ｑ 360,321,356株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績の予想等将来に関する記述は、 本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであ

り、 実際の業績等は、 今後様々な要因により予想数値と異なる場合があります。

決算補足説明資料は、 当社ウェブサイトに同日掲載しています。（URL：https://www.energia.co.jp/ir/irzaimu/hosoku.html）

　

　



【参考】2022年３月期の個別業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 962,000 △16.2 △77,000 - △61,000 - △40,000 - △110.90

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
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１．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

固定資産 3,088,915 3,171,680

電気事業固定資産 1,295,033 1,305,253

水力発電設備 101,244 101,190

汽力発電設備 164,153 159,571

原子力発電設備 98,084 94,561

送電設備 295,708 301,004

変電設備 154,803 161,151

配電設備 374,036 378,425

業務設備 88,114 91,299

休止設備 13,655 13,040

その他の電気事業固定資産 5,232 5,008

その他の固定資産 115,532 112,649

固定資産仮勘定 1,124,461 1,164,399

建設仮勘定及び除却仮勘定 1,105,524 1,145,462

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 18,936 18,936

核燃料 137,436 138,719

装荷核燃料及び加工中等核燃料 137,436 138,719

投資その他の資産 416,452 450,658

長期投資 149,939 149,990

退職給付に係る資産 62,206 62,809

繰延税金資産 56,148 65,525

その他 156,629 180,658

貸倒引当金（貸方） △8,470 △8,325

流動資産 296,254 373,777

現金及び預金 59,885 81,375

受取手形及び売掛金 136,763 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 95,248

棚卸資産 53,841 69,115

その他 49,230 128,672

貸倒引当金（貸方） △3,465 △634

合計 3,385,169 3,545,457
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債及び純資産の部

固定負債 2,047,993 2,204,894

社債 846,413 921,413

長期借入金 1,023,944 1,105,434

退職給付に係る負債 64,102 63,342

資産除去債務 96,018 97,016

繰延税金負債 65 303

その他 17,450 17,385

流動負債 676,029 710,898

1年以内に期限到来の固定負債 241,914 217,400

短期借入金 67,195 65,695

コマーシャル・ペーパー 90,000 195,000

支払手形及び買掛金 68,696 67,103

未払税金 20,975 6,799

災害復旧費用引当金 27 4

その他 187,219 158,895

特別法上の引当金 801 985

渇水準備引当金 801 985

負債合計 2,724,823 2,916,778

株主資本 638,646 605,534

資本金 197,024 197,024

資本剰余金 28,545 28,548

利益剰余金 451,942 418,837

自己株式 △38,866 △38,876

その他の包括利益累計額 18,548 20,399

その他有価証券評価差額金 10,312 9,265

繰延ヘッジ損益 2,771 3,834

為替換算調整勘定 △3,589 △290

退職給付に係る調整累計額 9,054 7,589

非支配株主持分 3,151 2,745

純資産合計 660,346 628,678

合計 3,385,169 3,545,457
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

営業収益 938,524 763,072

電気事業営業収益 838,110 643,656

その他事業営業収益 100,413 119,416

営業費用 891,169 790,070

電気事業営業費用 793,591 674,864

その他事業営業費用 97,578 115,206

営業利益又は営業損失（△） 47,354 △26,998

営業外収益 10,163 14,656

受取配当金 1,201 1,594

受取利息 43 8

持分法による投資利益 2,642 5,824

その他 6,276 7,228

営業外費用 12,778 13,109

支払利息 8,078 7,316

その他 4,699 5,793

四半期経常収益合計 948,688 777,729

四半期経常費用合計 903,948 803,180

経常利益又は経常損失（△） 44,740 △25,451

渇水準備金引当又は取崩し 44 184

渇水準備金引当 44 184

特別利益 － 3,040

貸倒引当金戻入額 － 3,040

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

44,695 △22,595

法人税、住民税及び事業税 10,522 △8,653

法人税等調整額 △296 1,290

法人税等合計 10,226 △7,362

四半期純利益又は四半期純損失（△） 34,468 △15,232

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

27 △249

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

34,441 △14,983
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 34,468 △15,232

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,044 △842

繰延ヘッジ損益 471 131

為替換算調整勘定 △787 2,374

退職給付に係る調整額 1,892 △1,342

持分法適用会社に対する持分相当額 △525 1,501

その他の包括利益合計 2,095 1,822

四半期包括利益 36,564 △13,410

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 36,523 △13,132

非支配株主に係る四半期包括利益 40 △277
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項なし

（会計方針の変更）

収益認識に関する会計基準等及び改正電気事業会計規則の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第30号 2021年３月26日）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又は

サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識することとなった。また、当該会計基準等の適用を踏まえて改正された

「電気事業会計規則」（昭和40年６月15日通商産業省令第57号）（令和３年３月31日改正）

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、従来、再生可能エネルギー固定価格買取制度

のもとで、電気事業営業収益に計上していた再エネ特措法賦課金及び再エネ特措法交付金に

ついて、再エネ特措法賦課金は第三者のために回収する額に相当することから電気事業営業

収益に計上せず、再エネ特措法交付金は顧客との契約から生じる収益に相当しないことから

電気事業営業費用から控除することとなった。なお、電気事業営業収益のうち、電灯・電力

料等に係る料金収入については、毎月の検針により決定した電力量に基づき収益計上（以下

「検針日基準」という。）を行っているが、当該取扱いについて「電気事業会計規則」の改

正はないため、引き続き検針日基準に基づき収益計上している。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適

用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該

期首残高から新たな会計方針を適用している。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方

法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどす

べての収益の額を認識した契約に新たな会計方針を遡及適用していない。また、収益認識会

計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前まで

に行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処

理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減してい

る。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は272,323百万円、営業費用は272,315百

万円、営業利益は８百万円、それぞれ減少し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は３

百万円、それぞれ増加している。また、利益剰余金の当期首残高は108百万円減少している。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動

資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、

売掛金及び契約資産」に含めて表示することとした。なお、収益認識会計基準第89-2項に定

める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っ

ていない。

　



中国電力㈱（9504）2022年３月期 第３四半期決算短信

- 7 -

時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第31号 2019年７月４日）、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号

2019年７月４日。以下「金融商品会計基準」という。）、「金融商品の時価等の開示に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）、「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 2019年７月４日）及び「四半期財務諸表に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号 2020年３月31日）を第１四半期連結会計

期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び金融商品会計基準第44-2項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適

用することとしている。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はない。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項なし

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

税引前四半期純利益に見積実効税率を乗じるなど簡便な方法により算定している。

（追加情報）

会計上の見積りに対する新型コロナウイルス感染症の影響に関する開示

　当第３四半期連結累計期間の小売販売電力量等への影響を勘案すると、現時点では、繰延

税金資産の回収可能性等の会計上の見積りに重要な影響を及ぼすことはないと判断してい

る。

　


